
貸　借　対　照　表

（第３４期）　　　　　　　　　　　 　　令和７年３月３１日現在
（単位：円）

科　　　　　　　　目 当年度 前年度 増減

Ⅰ．資産の部

１．流動資産

現金預金 227,184,588 366,805,978 △ 139,621,390

貯蔵品 308,966 439,312 △ 130,346

前払金 4,493,150 － 4,493,150

前払費用 1,760,176 1,760,176 －

未収収益 44,301,214 34,224,058 10,077,156

有価証券 34,867,872 15,654,487 19,213,385

流動資産合計　 312,915,966 418,884,011 △ 105,968,045

２．固定資産

（１）基本財産

関連会社株式 67,000,000 67,000,000 －

基本財産合計　 67,000,000 67,000,000 －

（２）特定資産

公益目的事業資金 27,177,650,044 27,292,730,936 △ 115,080,892

（うち普通預金） (1,533,855,081) (293,092,573) 1,240,762,508

（うち定期預金） (8,000,000,000) － 8,000,000,000

（うち投資有価証券） (17,643,794,963) (20,240,963,757) △ 2,597,168,794

（うち預け金） － (6,758,674,606) △ 6,758,674,606

法人会計資金 3,150,000,000 3,150,000,000 －

（うち普通預金） (1,150,000,000) － 1,150,000,000

（うち定期預金） (2,000,000,000) － 2,000,000,000

（うち預け金） － (3,150,000,000) △ 3,150,000,000

事業安定基金 226,771,027 226,606,390 164,637

（うち奨学事業安定基金：定期預金） (204,093,984) (203,945,807) 148,177

（うち助成事業安定基金：定期預金） (22,677,043) (22,660,583) 16,460

奨学・助成積立資産 375,186,600 375,186,600 －

特定資産合計　 30,929,607,671 31,044,523,926 △ 114,916,255

（３）その他固定資産

長期前払費用 3,428,883 － 3,428,883

建物附属設備 269,088 353,004 △ 83,916

什器備品 1 1 －

ソフトウェア 46,384 172,584 △ 126,200

その他固定資産合計　 3,744,356 525,589 3,218,767

固定資産合計　 31,000,352,027 31,112,049,515 △ 111,697,488

資産合計　 31,313,267,993 31,530,933,526 △ 217,665,533

Ⅱ．負債の部

１．流動負債

未払金 3,944,102 4,313,074 △ 368,972

未払費用 472,467 455,958 16,509

賞与引当金 3,148,730 3,021,590 127,140

流動負債合計　 7,565,299 7,790,622 △ 225,323

２．固定負債

退職給付引当金 21,652,549 16,651,898 5,000,651

役員退職慰労引当金 － 7,802,000 △ 7,802,000

固定負債合計　 21,652,549 24,453,898 △ 2,801,349

負債合計　 29,217,848 32,244,520 △ 3,026,672



貸　借　対　照　表

（単位：円）

科　　　　　　　　目 当年度 前年度 増減

Ⅲ．正味財産の部

１．指定正味財産

寄付金 28,342,650,044 28,457,730,936 △ 115,080,892

受贈投資有価証券 67,000,000 67,000,000 －

指定正味財産合計 28,409,650,044 28,524,730,936 △ 115,080,892

（うち基本財産への充当額） (67,000,000) (67,000,000) －

（うち特定資産への充当額） (28,342,650,044) (28,457,730,936) △ 115,080,892

２．一般正味財産 2,874,400,101 2,973,958,070 △ 99,557,969

（うち特定資産への充当額） (2,586,957,627) (2,586,792,990) 164,637

正味財産合計　 31,284,050,145 31,498,689,006 △ 214,638,861

負債及び正味財産合計 31,313,267,993 31,530,933,526 △ 217,665,533



１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券・・・・・・・・償却原価法（定額法）を採用している。

関連会社株式・・・・・・・・・・・・・・総平均法による原価法を採用している。

その他の有価証券

時価のあるもの・・・・・・・・・・

時価のないもの・・・・・・・・・・総平均法による原価法を採用している。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品・・・・・・・・・・・・・・最終仕入原価法による原価法によっている。

（３）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・定率法を採用している。

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

建物附属設備　　3～15年

什器備品　　3～15年

無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・

（４）引当金の計上基準

賞与引当金・・・・・・・・・・・・

退職給付引当金・・・・・・・・・・・・

（５） キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

（６）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか
負わない取得日から3か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

財務諸表に対する注記

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は正味財産増減額として処
理し、売却原価は総平均法により算定）を採用している。

職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当
期末において発生していると認められる額を計上している。なお、退職給
付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算している。

定額法を採用している。なお、ソフトウェアについては法人内における利
用可能期間(5年)に基づいている。

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する
額を計上している。

ただし、平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備については、定額法
によっている。



２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当 期 末 残 高

基本財産

関連会社株式 67,000,000 － － 67,000,000

小計 67,000,000 － － 67,000,000

特定資産

公益目的事業資金

普通預金 293,092,573 13,767,738,998 12,526,976,490 1,533,855,081

定期預金 － 11,000,000,000 3,000,000,000 8,000,000,000

投資有価証券 20,240,963,757 3,687,033,253 6,284,202,047 17,643,794,963

預け金 6,758,674,606 7,100,000,000 13,858,674,606 －

法人会計資金

普通預金 － 5,152,663,971 4,002,663,971 1,150,000,000

定期預金 － 4,000,000,000 2,000,000,000 2,000,000,000

預け金 3,150,000,000 － 3,150,000,000 －

奨学事業安定基金 203,945,807 148,177 － 204,093,984

助成事業安定基金 22,660,583 16,460 － 22,677,043

奨学・助成積立資産 375,186,600 － － 375,186,600

小計 31,044,523,926 44,707,600,859 44,822,517,114 30,929,607,671

合計 31,111,523,926 44,707,600,859 44,822,517,114 30,996,607,671

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科 目 当期末残高
(うち指定正味財
産からの充当額)

(うち一般正味財
産からの充当額)

（うち負債に対応
する額）

基本財産

関連会社株式 67,000,000 67,000,000 － －

小計 67,000,000 67,000,000 － －

特定資産

公益目的事業資金

普通預金 1,533,855,081 1,323,855,081 210,000,000 －

定期預金 8,000,000,000 8,000,000,000 － －

投資有価証券 17,643,794,963 15,643,794,963 2,000,000,000 －

法人会計資金

普通預金 1,150,000,000 1,150,000,000 － －

定期預金 2,000,000,000 2,000,000,000 － －

奨学事業安定基金 204,093,984 202,500,000 1,593,984 －

助成事業安定基金 22,677,043 22,500,000 177,043 －

奨学・助成積立資産 375,186,600 － 375,186,600 －

小計 30,929,607,671 28,342,650,044 2,586,957,627 －

合計 30,996,607,671 28,409,650,044 2,586,957,627 －



４．固定資産の取得価額，減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科 目 取 得 価 額 減価償却累計額 当 期 末 残 高

建物附属設備 520,834 251,746 269,088

什器備品 941,832 941,831 1

ソフトウェア 13,990,600 13,944,216 46,384

合計 15,453,266 15,137,793 315,473

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

帳 簿 価 額 時 価 評 価 損 益

第18回NTTファイナンス社債 2,500,000,000 2,357,750,000 △ 142,250,000

第3回野村ホールディングス無担保社債 2,500,000,000 2,466,400,000 △ 33,600,000

米国10年債 4,266,756,173 4,106,773,138 △ 159,983,035

米国7年債 4,393,176,530 4,345,949,815 △ 47,226,715

第31回NTTファイナンス社債 1,100,000,000 1,091,156,000 △ 8,844,000

第32回NTTファイナンス社債 1,000,000,000 985,700,000 △ 14,300,000

日本学生支援機構債 500,000,000 498,400,000 △ 1,600,000

第191回利付国債 966,457,273 969,100,000 2,642,727

合計 17,226,389,976 16,821,228,953 △ 405,161,023

６．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

金 額

経常収益への振替額

基本財産配当収入の計上による振替額 147,132,000

特定資産利息収入の計上による振替額 312,988,046

合計 460,120,046

７．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

(1)現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりである。

（単位：円）

前期末 当期末

現金預金勘定 366,805,978 227,184,588

預入期間が3ヵ月を超える定期預金 － －

有価証券（外貨MMF) 15,654,487 34,867,872

現金及び現金同等物 382,460,465 262,052,460

(2)重要な非資金取引はない。

科　　　　　　目

内　　　　　　容



８．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

①財産規程及び資産運用方針に基づく取引

　金融商品の取引は、当法人の資金運用規程に基づき行う。

②信用リスクの管理

　債券については、発行体の状況を定期的に把握し、理事会に報告する。

③市場リスクの管理

　株式については、時価を定期的に把握し、理事会に報告する。

④為替リスクの管理

　外貨建債券については、為替変動による影響額の定期的なモニタリングを行い、理事会に報告する。

９．退職給付関係

(1)採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

(2)退職給付債務及びその内訳 （単位：円）

①退職給付債務 21,652,549

②会計基準変更時差異の未処理額 －

③退職給付引当金(①＋②) 21,652,549

(3)退職給付費用に関する事項 （単位：円）

①勤務費用 5,000,651

②会計基準変更時差異の費用処理額 －

③退職給付費用(①＋②) 5,000,651

(4)退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を基礎として計算している。

 当法人は公益目的事業の財源の相当部分を運用益によって賄うため、預金、債券、株式、投資信託等により資
産運用する。なお、デリバティブ取引は行わない方針である。

投資有価証券は、債券、株式であり、発行体の信用リスク、市場価格の変動リスク、為替リスクにさらされて
いる。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

(3)金融商品に係るリスク管理体制



１．基本財産及び特定資産の明細
　　基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記２「基本財産及び特定資産の増減額及びその残高」に
　記載しているため、省略します。

２．引当金の明細 （単位：円）

目的使用 その他
賞与引当金 3,021,590 3,148,730 3,021,590 － 3,148,730
役員退職慰労引当金 7,802,000 － 7,802,000 － －

（注）退職給付引当金は退職給付関係で注記しているため、記載を省略しております。

科目 期末残高

附　属　明　細　書

当期減少額
当期増加額期首残高




